NPOの連合組織分析の理論的枠組み　－NPOはなぜ連合組織を形成するかー by 長谷川,万由美
はじめに
日本で特定非営利活動促進法ができてから十年以上が経ち，非営利組織 (以下，NPOとする )が珍
しい存在ではなくなってきた。NPOの数や活動領域が拡大するにつれ，地域ごと，活動領域ごと，
目的ごと等のNPOの連合組織の存在が重要になってきている。なぜNPOは連合組織を必要とするの
かを検討するため，本稿では，まず，組織の連合を説明するパースペクティブを整理し，さらに，
NPOの連合組織に関する検討を行い，NPOの連合組織の機能について考察する。
1　組織はなぜ連合～ネットワークするのか
(1) 連合組織とは何か
まず，本稿では，連合組織を「二つ以上の組織が何らかの目的を持ってつながっている組織」と定
義し，つながっている個々の組織をメンバー組織とする。これを連合組織の広義の定義とする。外形
的な条件としては以下のようなものを「連合組織」と考える。
a. メンバー組織の連合組織への参加意思がなんらかの形で表明されていること
b. 連合組織が達成すべき共通の目的が掲げられていること
c. 第三者からみて個々のメンバー組織から独立した一つの組織として認められること
上記の条件は，公式に表明されたものも、非公式なものも含む。そのような幅広いものとして連合
組織を捉えると，連合組織とは組織と組織の間で何らかの関係性を有するもの全般を指すものとも考
えられる。公式な連合体の呼称としてNPOの分野でよく用いられるものとしては，中間支援組織，
インタミディアリー (intermediary)組織，アンブレラ組織などがある。中間支援組織について、内閣
府は「多元的社会における共生と協働という目標に向かって，地域社会とNPOの変化やニーズを把握
し，人材，資金，情報などの資源提供者とNPOの仲立ちをしたり，また，広義の意味では各種サー
ビスの需要と供給をコーディネートする組織」と定義している i。インターミディアリー組織について
はほぼ中間支援組織と同じような使われ方がしているが、その中でも、NPOに対する需要とNPOの
供給の調整を仲介 (intermediary)するところに焦点があてられているといえる。アンブレラ組織とは，
あまり日本では使われないが，英語圏では umbrella organizationという呼び方がよく用いられる。
Oxford Advanced Learner’s Dictionary(2005年版 )によればumbrellaには「a thing that contains or includes 
many different parts or elements （たくさんのさまざまな部分や要素を含んだり，構成したりするような
もの）」という意味がある。たくさんの組織が一つの組織の下に統合されているような組織をアンブ
レラ組織というと考えられる。また，連合組織の中には，新しい技術を開発し，同様の組織を育て，
メンバー組織を増やしていくフランチャイズ組織も見られる ii。新しく活動をはじめる団体にとって
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は，新しく技術やノウハウを開発することなく，活動をはじめられるというメリットがある。
これらの呼称は連合組織の機能の一側面を強調したものと考えられ，多かれ少なかれ，連合組織に
は呼称に合うような側面が含まれている。また，各メンバー組織から独立した連合組織の形成に至ら
ないまでも，二つ以上の組織が取引，交渉，協力などを行うさまざまな多様な形態も連合には含まれ
る。
(2) 組織連合の必要性の分析
そもそも，なぜ，組織はその他の組織と連合，繋がること，ネットワークを必要とするのだろうか。
その理由についてまず，組織一般の連合について，山倉 (1993：34-62)の整理に沿って概観していく
ことにする。
1）資源依存パースペクティブ
外部資源に依存しなければならない組織の特性に連合する理由を求めているのが「資源依存パース
ペクティブ」である。組織は決してひとつの組織だけでは存在しえず，必ず外部の資源に依存しなけ
ればならない。そのため，他の組織との関係を持つ必要があるというのが資源依存パースペクティブ
である。他の組織と関係を持つことによって，関係を持った外部の他の組織へのパワーが生ずる。こ
のため組織間のパワーを調整するメカニズムが必要となる。具体的には，合併，買収，多角化など依
存しないで済むような「自律化戦略」，提携，合弁，役員受け入れなど「互いに自主性を保持しながら，
協力を通じて組織間の相互依存に対処する方策」である「協調戦略」，政府による規制や組織による政
治活動など第三者の介入によって組織間関係を調整する「政治戦略」などの組織間関係調整メカニズ
ムがある（山岡，1993:97）。このような組織間調整は組織が他の組織に依存しなければならないこと
を前提とした場合に，不可避的に生じてしまう外部資源（＝他組織）への依存度をいかに減少させ，
または回避させ，逆に依存を必要としている組織にたいしては，自らの支配をいかに増加させ，継続
させていくかということを目的としている。こうした組織間関係の形成や展開は組織内の担当 (ゲー
トキーパー )を介して行われる。
2）組織セット・パースペクティブ
次に資源依存パースペクティブを補完するものとしてでてきたのが，エヴァンの「組織セット・パー
スペクティブ」である (山倉，1993:43)。これはある組織に着目した時に，その組織からみて相互に作
用している組織群として，組織間関係を捉えていく見方である。これはマートンの役割セットの概念
を組織に応用したもので，組織間システムは，焦点となる組織に資源や情報を提供（インプット）す
る組織群(組織セット)と焦点となる組織が資源や情報を提供（アウトプット）する組織群(組織セット)
の相互のつながりと考えられる。このパースペクティブの貢献は組織内と組織外の境界に位置する対
境担当者 (boundary personal)に注目したことである（山倉，1993: 44）。組織が外部の組織セットと資源
や情報の取引を行うとしても，実際には対境担当者を通して行われるからである。
3）協同戦略パースペクティブ
一方，組織の連合体そのものを分析対象とし，組織間の競争よりもいかに組織同士が協力していけ
るのかを問うものとして「協同戦略パースペクティブ」がある（山倉，1993:48）。このパースペクティ
ブの基本概念は相互依存 (mutual interdependence)，交渉 (negotiation)，妥協 (compromise)，共生 (symbiosis)
などである。協同戦略パースペクティブを提唱したアシュトレイ・フォムブランは，組織間の相互依
存性，組織間の結びつきのタイプにより，次の四つの協同戦略を導きだしている。
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①同種組織間で間接的に結びついている同盟型 (confederate collective)
②同種組織間関係ではあるが直接的に結びついている集積型 (agglomerate collective)
③異種組織間であり，直接的に結びつきがある接合型 (conjugate collective)
④異種組織間であるが，間接的な結びつきがある有機型 (organic collective)
4）制度化パースペクティブ
組織と環境の関係から連合の必要性を説明しようとするのが「制度化パースペクティブ」である。
組織を制度化された環境に埋め込まれたものと考える「制度化パースペクティブ」では，組織はその
環境における正当性を確保するために，他組織や組織間システムとの同調（conformity），同型性
（isomorphism）などを通して，環境に半ば受動的に反応すると考え，そのような反応のおこる場・フィー
ルドを組織フィールド (organizational fi eld)と呼ぶ (DiMaggio & Powell, 1991)。同型性をもたらす制度
的メカニズムとしては，法律などの強制力を根拠とする強制的同型化，不確実性に対して標準的対応
を行う模倣的同型化，組織をこえた専門家のネットワークによる規範をベースとする規範型同型化の
三つが考えられる（山倉，1993:53）。
5）取引コスト・パースペクティブ
さらに，組織間関係に経済学的視点を持ち込んだものとして，分析単位を取引 (transaction)に置い
た「取引コストパースペクティブ」がある（山倉，1993:55）。取引は 2 つ以上の主体間の境界を越えた
財の移転と定義され，組織は権限で取引を行い，市場は価格によって取引を行う (山倉，1993：49)。
取引コストパースペクティブでは取引コストの最小化・効率化という観点から，組織間の関係形成を
考え組織間関係論の存立根拠を明らかにしたとされる。
(3) 組織間関係のパースペクティブの変化
以上のように組織間関係を分析する視点にはいくつかあり，その戦略も様々である。吉田（2004, 
3-9）の整理によれば，組織間関係の分析対象は，特定の中心となる組織の行動を特定のネットワーク
内で分析する「焦点組織型組織関係論」とネットワーク全体を分析する「ネットワーク型組織間関係論」
とに大別できる。資源依存パースペクティブでは，ある焦点となる組織がいかに欠けている資源を環
境から得るのかという点に着目されたが，次第に，複数の組織がいかにネットワークとして協調して
いくかという組織間システムに分析対象が移行してきた。また資源だけでなく，組織が相互に知識を
得るような組織間関係に注目が集まるようになり，相互学習パースペクティブとして議論されてきて
いる。この相互学習パースペクティブは，組織間システム分析にも影響を与え始め，資源だけでなく，
知識を共有していく学習システムパースペクティブを生み出している。
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図1　吉田による組織間関係のパースペクティブの変遷の整理
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さらに，最近では組織間認知（interorganizational cognition）論に基づく認知パースペクティブが誕生し
ている。認知パースペクティブでは，学習対象が不明確で多義的な情報に満ちた環境から何らかの意
味を認め知る「認知」における組織間関係の生成を問題とする。このように組織間関係の把握や分析は，
二者間のやりとりからシステムへ，そして資源から知識，さらに認知へと変化してきているのである。
2　NPOはなぜ連合するのか
(1) NPOの特質
前項では，組織一般の連合に関する枠組みの内容とその変遷についてみた。次に，NPOの連合組
織について考察する前に，連合に関して影響を与えるであろうNPOの特質について整理しておきた
い iii。NPOの持つ特徴としては以下のレスター・サラモンの六つの定義が参考になる (Salamon，
1992=1994:6)。
1  公式に設立されている
2  民間（政府からの独立）である
3   利潤分配をしない（活動から利潤が得られたとしても，それを構成員で分配するのではなく，組
織の本来の目的のために使う）
4  自主管理（組織として運営の方針を決定している）
5  活動がボランタリ （ー自発的）である
6  活動が公共性を有する
NPOの存在理由としては，市場の失敗，政府の失敗から説明できる。市場はもっとも効率的に資
源が配分されるシステムと考えられているが，分配する財の性質などによっては，効率的な資源配分
が難しい場合がある。生産コストにあわないサービスは，提供されないか，提供されても非常に高い
価格となる。また，政府には公平性を確保するという原則があり，そのために画一的なサービス供給
となったり，厳格な資格審査を必要としたりする場合がある。従って福祉サービスのように多様化し
たニーズに対応するサービスを政府と市場だけで賄うのは困難である。しかも，サービスの提供には
「情報の非対称性」という問題が発生する。供給側と需要側との情報の不均衡により，供給者は，利
潤を増やすために，利用者に不利な条件で契約を結ぶことも可能である。そこで，NPOの存在意義
の一つとして挙ってくるのがNPOが持つ利潤の非分配制約を根拠とするNPOに対する信頼である
（Anheier, H.K. and Kendall J., 2000,宮垣 ,2003）。NPOは，サラモンの定義にあるように，利潤があった
としても組織の本来の目的のために再投資するため，情報の非対称性を悪用しないのではないかとい
う信頼を持たれる (James and Rose-Ackerman 1986=1993:18-22)。またこのことから，サービスの直接
の受益者だけでなく，NPOへの資源提供者（行政，企業，市民）にも資源が有効に使われるという信
頼をもたらす iv。
また，企業や行政と違い，NPOは市民が参加しやすい供給主体である。この市民参加は，地域の
社会関係資本（social capital）を増大させるものと考えられる v。社会関係資本増幅のメディアとして
NPOは大きな力を持つからこそ，その価値に気づき，それを引き出そうとする市民がNPOを設立し
たり，その活動に参加したりするのである。これもNPOの存在意義の一つと考えられる。
しかし，NPOが市場の失敗や政府の失敗を補う第三のセクターとして万全な存在なのだろうか。
Salamon(1995=2007:51-56)はそのようなNPOの限界をボランタリーセクターの失敗として整理し，十
分な財源を生み出すことができない「フィランソロピーの不足」，ミッションにのみ特化する「フィラ
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ンソロピーの専門性」，資源提供者の意向に左右されやすい「フィランソロピーの父権主義」，ボラン
ティアに頼るがための「フィランソロピーのアマチュア主義」の四点から説明している。NPOは「必要
なだけの財源を生みだす能力に限界があるし，専門主義と富める者を偏重する傾向に陥りやすい。ま
た，自滅的な父権主義に流れやすく，専門的な手法による介助とは対照的に，素人による介助と結び
つきがちであった。」（Salamon, 1995-2007:56）つまり，NPOが連合することにより，このような個々
のNPOが持つ限界を補うことができる可能性を持つ重要な機会となっていると考えられる。
(2) NPOの連合促進要素
それでは，NPOの連合が促進されるのはどのような場合であろうか。ここではオスター (2005)，小
島 (1998)の研究から，NPOの連合促進要素として「競争コストの回避」と「安定した資源の確保」につ
いて検討する。
1）競争コストの回避
企業や行政とは違う特性を持つNPOについて，NPOと他の組織との連合を促進する要素にはどの
ようなものがあるだろうか。NPO間での協調について，オスター (2005:63-67)は次の三点に整理して
いる。第一に，NPOには「外部性が随所に見られ，特に資金調達の領域では顕著である」ため，NPO
間の調整や協調を行った方が，競争により資金調達を行うより，コストがかからない。第二に，NPO
の中には共通のミッションをもったものも少なくないため，NPOは単独に取り組むより協働する方
がその組織のミッションの実現に有効である。「集合的な努力がより個別組織の業務を支援するから
では必ずしもなくて，集合的な行為がより大きな善に貢献するからこそ団結する」のである。第三に，
NPOが連合することは政府をはじめとした資源提供者の意にかなうことであり，立場をかえてみれ
ば資源提供者は連合させることにより，重複や競争による資源の浪費や非効率な使われ方を防ぐこと
ができるのである。要するに「非営利の協調は，組織間の異なる資源の存在，諸集団にまたがる外部性，
使命の共通性，政府および出資者からの圧力によって推進される」（オスター，2005:65）。
さらにオスター (2005:66)はNPO参加者による非公式な連携の効果についても言及している。例え
ば，NPOに参加する人は，他のNPOの活動に参加している場合も多いし，地域で，NPOと直接には
関係のない人々や組織・機関と関係を持つことも多い。このような複数のNPOへの参加による情報
の共有は，NPOの協調と似たような効果をもたらす。

図2　組織間の協調を促進する要因
（オスター，2005:67図4-4より）
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図2は組織間の協調促進要因を図示したものである。営利・非営利を問わず「他にも事業活動の系
列を共有している」「反復的な相互作用」「確実にコミットできる可能性」「監視が容易」などの促進
要因があるが，NPOの場合，それらに加えて「競争から得るものが少ない」「共有された価値観」とい
う二つの促進要因が認められる。
2）安定した資源の確保
NPOは一般に規模も小さく，多様な外部の資源に依存しなければ活動が難しい。「外部の利害関係
組織のパワーが大きい場合には，非営利組織はこれら他組織と協調的関係を維持し，重大な政治的利
害関係を受け入れようとする。したがって，外部利害関係組織のパワーは非営利組織の戦略的自立性
を制約することとなる」（小島，1998:19-20）。
小島 (1998)は141のNPOへの調査結果の分析から，「協調戦略」「効率戦略」「革新戦略」のような
NPOの連合に関する戦略について仮説検討を行っている。検証された仮説の結果を要約すると表1の
ようになる。
(3) NPOの連合の方法
次にNPOの連合の方法についてGuo&Acar(2005)とAnheier(2005)の研究から整理する。Guo&
Acar(2005)はNPOの連合の方法について既存の研究を整理した上で，「情報共有」「利用者の紹介」「事
務所スペースの共有」「事業の共同実施」「運営サービスの組織化」を非公式協動，「親子関係」「ジョ
イント・ベンチャー」「合併」を公式協働として8つの連合の方法に分類している。
また，Guo&Acar(2005)はなぜNPOにより公式，非公式，またその中の協働の形態の選択が異なる
のかに焦点をあて，資源依存モデル，制度モデル，ネットワーク理論といった従来のNPOの連合に
関する理論的枠組みに依拠しながら，なぜ組織の再構築を必要とするような連合をするNPOがある
一方で，非公式なつながりにとどまるNPOがあるのかについて考察している。95組織に対する調査
結果から，NPOが歴史が長く，財政規模が大きく，政府からの助成はもらっていてもその割合は少
なく，他のNPOの理事とつながりがあり，教育，社会サービス以外の領域 (医療，芸術，その他 )で
表1　NPOの連合に関する戦略の特徴
協調戦略
（他NPO等との協力的関係の
構築）
○公組織の資金と政策への依存度が高い
○資金提供者とサービス受益者が重複している
○サービス市場の競争度が高い
効率戦略
（外部資源の効率的利用）
○資金提供者とサービス受益者が重複していない
○タスクの不確実性が低い
○サービス市場の競争度が低い
○効率戦略を採用する非営利組織ほど戦略決定の集権化の程度
が高い
革新戦略（外部資源の多様化）
○公組織の資金と政策への依存度が低い
○タスクの不確実性が高い
   （小島，1998:190-191より作成 vi）
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あればあるほど，公式な連合関係を作りやすいと結論している。この調査では直接にここで提示され
た場合と反対の場合が正しいのかどうかを検証してはいないが，NPOの歴史が浅く，財政規模が小
さく，公的助成に頼る割合が多く，他のNPOの役員とのつながりが薄く，教育，社会サービス領域
では，公式な連合方法よりも，非公式な連合方法を選びやすいということが推論できる。
Anheier(2005:164-167)は，とくにNPOに見られる連合組織の類型として，以下のような8類型を整
理している。個別にニーズに応じて，その場限りで関係が生ずる「調整 (coordination)」，共通の利害の
ためにあるセンターとなる組織の下に組織が集結する「利益集団 (interest organization)」，共通の目的
のために連携する「パートナーシップ (partnership)」，組織の共同事業のためにマネジャーをおいて行
う「ジョイント・ベンチャー (joint venture)単純系」，組織の経営者が直接共同事業を運営する「ジョイ
ント・ベンチャー (joint venture)複雑系」，人事・財務などのサービスを委託する「サービス組織 (service 
organization)」，システムやサービスなどを親企業からシステムとして提供される「親企業とフランチャ
イズ (parent company， franchise)」，組織が業務等を統合し一つの組織となる「合併 (merger)」の8類型で
ある。
協働するにあたって，NPOが考慮する要素としては「コスト」，「リスク」，「組織的自律性(organizational 
autonomy)」，「価値両立性 (value compatibility)」の四つが考えられる (Anheier， 2005:168)。コストには実
際にかかる費用だけでなく，協働することにより，またはしないことにより期待できる機会コストも
含まれる。リスクは協働することによる失敗に関連するコストのことである。組織的自律性は，協働
の結果として組織が運営・事業・戦略上の自律を保てるかということである。価値両立性とは，とく
にNPOに重要なもので，自組織の価値が協働の目的や相手の組織と両立するかということである。
4　NPO連合の理論的考察
前節でみたように，オスターは価値が共有され，競争から得られるものが少ない場合にNPOは連
合すると分析し，また小島は，公組織の資金と政策へ依存度が高く，資金提供者とサービス受益者が
重複し，サービス市場の競争度が高いと他のNPO等との協力的関係を構築する傾向（協調戦略）があ
ると分析している。従って，共通する使命があり，資金提供者やサービス受益者との関係で競争する
よりも協調した方がコストが低い場合，特に，提供者が公的組織の場合に，NPOは連合すると考え
られる。また，その方法としては，Guo&Acarが整理したような様々な方法があり，NPOの活動歴，
財政規模，公的助成への依存度，他のNPOとの運営レベルでのつながり，NPOの活動領域により，
連合の方法の選択が影響を受けることがわかった。
また，NPOは何のために連合をするのかという理由の一つとして，サラモンのボランタリーの失
敗を補うために連合すると考えられると前述した。連合することにより，供給者としてのNPOの最
大の欠点は十分かつ確かな財源を確保する（不足の克服）。また，連合することによりそれぞれの
NPOが持つミッションでは広げにくい範囲にまで活動の影響を及ぼしたり，また，補ったりしても
らうことができる（専門性の克服）。また連合することにより，一つ一つのNPOに対する資源提供者
の圧力をかわしたり，資源提供者と交渉したりする余地が生まれてくる（父権主義の克服）。最後に，
より多くのNPOの担い手が連合組織を通して関わることで，ひとつのNPOでは生み出しにくい専門
性の確保が期待できる（アマチュア主義の克服）。このように連合により，個々のNPOもより対等な
関係で財源を確保しつつ，多様な専門性を要するNPOへと変化する可能性がある。
また，その際にはAnheier(2005:168)が指摘した「コスト」「リスク」「組織的自律性」「価値両立性」
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が協働すべきかの判断の基準となるであろう。さらにオスターらの分析からわかるように，NPOは
あくまでも，そのNPOが持つミッションに反する連携や連合はできないということも協働すべきか
の判断の前提となる。今後は，今回の理論的枠組みに依拠して，今回の理論的検討で明らかになった
NPOの連合組織の機能やその成り立ちについての実証研究を行っていきたいと考えている。しかし，
実際に決定を行うのは日々の方針については，資源依存パースペクティブでいうゲートキーパーや組
織セットパースペクティブでいう境界人であり，大きな方針についてはNPOの運営者である。NPO
の連合組織の成否は，そのような意思決定者がNPOのミッションをどう解釈し決定していくかにか
かっていると言っても過言ではない。この点については本稿では触れることができなかったが，今後， 
NPOの連合組織の実証研究を行う中では，組織的決断と人的決断の違いにも着目し，組織と連合組
織との関係形成にも留意していきたい。
本研究は平成17年度～平成20年度科学研究費補助金 (基盤研究 (C))「福祉NPOの連合組織の役割及び連合組織内
のNPO間関係に関する研究」(課題番号17530416)の研究成果の一部である。
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